
（単位：千円）

【資産の部】 【負債の部】
固定資産 245,198,331 固定負債 136,854,426 ※

有形固定資産 235,336,089 地方債等 88,130,386
事業用資産 78,558,524 ※ 退職手当引当金 6,914,523

土地 38,445,143 その他 41,809,518
立木竹 866,254 流動負債 9,721,798
建物 78,015,012 1年内償還予定地方債等 6,981,297
建物減価償却累計額 △ 43,488,445 未払金 792,729
工作物 6,867,951 未払費用 42,660
工作物減価償却累計額 △ 4,246,136 前受金 34,880
船舶 139,283 賞与等引当金 615,785
船舶減価償却累計額 △ 139,282 預り金 337,607
その他 209 その他 916,840
建設仮勘定 2,098,536 146,576,224

インフラ資産 153,626,773 ※ 【純資産の部】
土地 25,052,590 固定資産等形成分 247,640,538
建物 4,878,384 余剰分（不足分） △ 138,158,472
建物減価償却累計額 △ 1,753,337 他団体出資等分 403,549
工作物 203,215,322
工作物減価償却累計額 △ 82,136,233
その他 26,339
その他減価償却累計額 △ 21,741
建設仮勘定 4,365,448

物品 7,854,408
物品減価償却累計額 △ 4,703,616

無形固定資産 186,595
ソフトウェア 179,756
その他 6,839

投資その他の資産 9,675,647
投資及び出資金 1,334,834

有価証券 332,752
出資金 1,001,598
その他 484

長期延滞債権 433,946
長期貸付金 1,173,970
基金 6,776,359 ※

減債基金 476,343
その他 6,300,017

その他 13,208
徴収不能引当金 △ 56,671

流動資産 11,263,508
現金預金 7,353,149
未収金 970,704
短期貸付金 80,700
基金 2,361,506

財政調整基金 2,261,506
減債基金 100,000

棚卸資産 502,220
その他 300
徴収不能引当金 △ 5,071 109,885,615

256,461,839 256,461,839

※ 下位項目との金額差は、単位未満の四捨五入によるものです。

資産合計 負債及び純資産合計

負債合計

純資産合計

連結貸借対照表
（令和３年３月３１日現在）

科目 金額 科目 金額



（単位：千円）

経常費用 103,447,998
業務費用 29,895,090 ※

人件費 8,913,185 ※

職員給与費 7,516,967
賞与等引当金繰入額 95,250
退職手当引当金繰入額 98
その他 1,300,871

物件費等 19,254,594 ※

物件費 9,317,860
維持補修費 1,278,530
減価償却費 7,935,069
その他 723,134

その他の業務費用 1,727,311 ※

支払利息 854,393
徴収不能引当金繰入額 18,925
その他 853,994

移転費用 73,552,907
補助金等 66,245,036
社会保障給付 8,845,853
他会計への繰出金 △ 1,641,933
その他 103,951

経常収益 8,630,577 ※

使用料及び手数料 3,891,630
その他 4,738,948

純経常行政コスト 94,817,421
臨時損失 203,258

災害復旧事業費 130,291
資産除売却損 25,187
その他 47,780

臨時利益 22,036 ※

資産売却益 11,591
その他 10,444

純行政コスト 94,998,643

※ 下位項目との金額差は、単位未満の四捨五入によるものです。

連結行政コスト計算書
自　令和２年４月１日　

至　令和３年３月３１日

科目 金額



（単位：千円）

前年度末純資産残高 108,717,845 ※ 249,485,289 △ 141,170,992 403,549

純行政コスト（△） △ 94,998,643 △ 94,998,643 0

財源 96,917,924 96,917,924 0

税収等 48,236,474 48,236,474 0

国県等補助金 48,681,450 48,681,450 0

本年度差額 1,919,281 1,919,281 0

固定資産等の変動（内部変動） 11,688 ※ △ 11,688 ※

有形固定資産等の増加 10,930,905 △ 10,930,905

有形固定資産等の減少 △ 10,396,458 10,396,458

貸付金・基金等の増加 1,735,994 △ 1,735,994

貸付金・基金等の減少 △ 2,258,752 2,258,752

資産評価差額 7,856 7,856

無償所管換等 △ 359,359 △ 359,359

その他 △ 400,008 △ 1,504,936 1,104,928

本年度純資産変動額 1,167,770 △ 1,844,751 3,012,520 ※ 0

本年度末純資産残高 109,885,615 247,640,538 △ 138,158,472 403,549

※ 下位項目との金額差は、単位未満の四捨五入によるものです。

連結純資産変動計算書
自　令和２年４月１日　

至　令和３年３月３１日

科目 合計 固定資産
等形成分

余剰分
（不足分）

他団体出資等分



（単位：千円）

【業務活動収支】
業務支出 97,329,723

業務費用支出 23,846,870
人件費支出 10,114,785
物件費等支出 11,790,003
支払利息支出 853,165
その他の支出 1,088,917

移転費用支出 73,482,853
補助金等支出 66,242,820
社会保障給付支出 8,845,853
他会計への繰出支出 △ 1,641,933
その他の支出 36,113

業務収入 103,289,633
税収等収入 47,836,787
国県等補助金収入 47,328,865
使用料及び手数料収入 4,051,819
その他の収入 4,072,162

臨時支出 137,148
災害復旧事業費支出 130,291
その他の支出 6,857

臨時収入 79,186
業務活動収支 5,901,948
【投資活動収支】

投資活動支出 10,930,764 ※

公共施設等整備費支出 9,022,382
基金積立金支出 839,900
投資及び出資金支出 199,441
貸付金支出 829,042
その他の支出 40,000

投資活動収入 5,708,038
国県等補助金収入 2,087,075
基金取崩収入 2,091,197
貸付金元金回収収入 913,774
資産売却収入 18,580
その他の収入 597,412

投資活動収支 △ 5,222,726
【財務活動収支】

財務活動支出 7,491,818
地方債等償還支出 7,101,092
その他の支出 390,726

財務活動収入 7,294,904
地方債等発行収入 6,906,332
その他の収入 388,572

財務活動収支 △ 196,914
482,307 ※

6,549,182
0

7,031,489

前年度末歳計外現金残高 202,033
本年度歳計外現金増減額 119,626
本年度末歳計外現金残高 321,660 ※

本年度末現金預金残高 7,353,149

※ 下位項目との金額差は、単位未満の四捨五入によるものです。

前年度末資金残高
比例連結割合変更に伴う差額
本年度末資金残高

連結資金収支計算書
自　令和２年４月１日　
至　令和３年３月３１日

科目 金額

本年度資金収支額



１．重要な会計方針
有形固定資産等の評価基準及び評価方法

　原則として、昭和59年度以前取得分については「再調達原価」にて評価を行い、昭和60
年度以降取得分については「取得原価」により評価しています。ただし、開始時における
有形固定資産については、昭和60年度以降取得分であっても取得原価が不明なものは再調
達原価としています。
　道路・河川及び水路の敷地のうち、取得原価が不明なものは備忘価額１円としていま
す。
　道路の敷地の一部については、路線単位で資産を計上しています。
　地方公営企業が適用される会計については、地方公営企業会計基準によっています。
　その他、有形固定資産等の評価基準及び評価方法等については、統一的な基準による地
方公会計マニュアルに準じて行っています。

有価証券等の評価基準及び評価方法
 　市場価格のある有価証券等については、基準日時点における市場価格により評価して
います。
　市場価格のない有価証券等については、出資金額等により評価しています。ただし、実
質価格が著しく低下した場合には、相当の減額を行うものとしています。

有形固定資産等の減価償却の方法
 　有形固定資産及び無形固定資産については、定額法を採用しています。

引当金の計上基準及び算定方法
 ・徴収不能引当金
　過去５年間の平均不納欠損率により計上しています。
・賞与引当金
　翌年度６月支給予定の期末手当及び勤勉手当並びにそれらに係る法定福利費相当額の見
込額について、それぞれ本会計年度の期間に対応する部分を計上しています。
・退職手当引当金
　地方公共団体財政健全化法における退職手当支給額に係る負担見込額算定方法に従って
います。

リース取引の処理方法
 　ファイナンス・リース取引については通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理に
よっています。

連結資金収支計算書における資金の範囲
 　地方自治法第２３５条の４第１項に規定する歳入歳出に属する現金としています。

採用した消費税等の会計処理

連結対象団体（会計）の決算日が一般会計等と異なる場合は、当該決算日及び連結のため当該
連結対象団体（会計）について特に行った処理の概要

その他連結財務書類作成のための基本となる重要な事項

２．重要な会計方針の変更等
会計処理の原則または手続を変更した場合には、その旨、変更の理由及び当該変更が連結財務
書類に与えている影響の内容

表示方法を変更した場合には、その旨

連結資金収支計算書における資金の範囲を変更した場合には、その旨、変更の理由及び当該変
更が連結資金収支計算書に与えている影響の内容

３．重要な後発事象
主要な業務の改廃

組織・機構の大幅な変更

地方財政制度の大幅な改正

重大な災害等の発生

その他重要な後発事象



４．偶発債務
保証債務及び損失補償債務負担の状況（総額、確定債務額及び履行すべき額が確定していない
ものの内訳（連結貸借対照表計上額及び未計上額））

係争中の訴訟等で損害賠償等の請求を受けているもの

その他主要な偶発債務

５．追加情報
連結対象団体（会計）の一覧、連結の方法（比例連結の場合は比例連結割合を含みます。）及
び連結対象と判断した理由

　連結財務書類の対象範囲は次のとおりです。
一般会計、住宅新築資金等貸付事業特別会計、平尾墓園事業特別会計
水道事業会計、工業用水道事業会計、公共下水道事業会計、港務局会計、渡海船事業特別
会計、国民健康保険事業特別会計、介護保険事業特別会計、後期高齢者医療事業特別会
計、工業用地造成事業特別会計
　新居浜市土地開発公社、愛媛県地方税滞納整理機構、愛媛県後期高齢者医療広域連合、
株式会社マイントピア別子、有限会社別子木材センター、公益財団法人えひめ東予産業創
造センター、公益財団法人新居浜文化体育振興事業団を連結対象としています。
　なお、愛媛県地方税滞納整理機構、愛媛県後期高齢者医療広域連合は出資比率に応じて
連結しています。
一般会計等 一般会計 ： 全部連結
一般会計等 住宅新築資金等貸付事業特別会計 ： 全部連結
一般会計等 平尾墓園事業特別会計 ： 全部連結
公営企業会計 上水道事業会計 ： 全部連結
公営企業会計 工業用水道事業会計 ： 全部連結
公営企業会計 公共下水道事業特別会計 ： 全部連結
公営企業会計 港務局会計 ： 全部連結
その他 渡海船事業特別会計 ： 全部連結
その他 国民健康保険事業特別会計 ： 全部連結
その他 介護保険事業特別会計 ： 全部連結
その他 後期高齢者医療事業特別会計 ： 全部連結
その他 工業用地造成事業特別会計 ： 全部連結
一部事務組合及び広域連合 愛媛地方税滞納整理機構 ： 比例連結（7.6％）
一部事務組合及び広域連合 愛媛県後期高齢者医療広域連合 ： 比例連結（8.9％）
地方三公社 土地開発公社 ： 全部連結
第三セクター 公益財団法人　新居浜市文化体育振興事業団 ： 全部連結
第三セクター 公益財団法人　えひめ東予産業創造センター ： 全部連結
第三セクター 株式会社　マイントピア別子 ： 全部連結
第三セクター 株式会社　別子木材センター ： 全部連結

出納整理期間について、出納整理期間が設けられている旨（根拠条文を含みます。）及び出納
整理期間における現金の受払い等を終了した後の計数をもって会計年度末の計数としている
旨、出納整理期間が異なる連結対象団体（会計）がある場合は当該団体（会計）の一覧と修正
の仕方

  　財務書類の作成基準日は、会計年度末（3月31日）ですが、出納整理期間を設けられ
ている団体（会計）においては、出納整理期間における現金の受け払い等を終了した後の
計数をもって会計年度末の計数としております。（地方自治法第235条の5「普通地方公共
団体の出納は、翌年度の5月31日をもって閉鎖する」）

表示単位未満の金額は四捨五入することとしているが、四捨五入により合計金額に齟齬が生じ
る場合は、その旨

 　表示単位未満の金額は四捨五入することとしておりますが、四捨五入により合計金額
に齟齬が生じる場合があります。

その他連結財務書類の内容を理解するために必要と認められる事項

連結貸借対照表に係るものとして、減価償却について直接法を採用した場合、当該各有形固定
資産の科目別または一括による減価償却累計額

事業用資産／建物 ： 43,488,445,157円
事業用資産／工作物 ： 4,246,135,641円
事業用資産／船舶 ： 139,282,499円
事業用資産／浮標等 ： 0円
事業用資産／航空機 ： 0円
事業用資産／その他 ： 0円



インフラ資産／建物 ： 1,753,336,799円
インフラ資産／工作物 ： 82,136,232,535円
インフラ資産／その他 ： 21,741,000円
物品 ： 4,703,616,133円


